
孤独・孤立対策の推進について

高知県子ども・福祉政策部
地域福祉政策課　地域共生社会室

高知家地域共生社会シンボルマーク
　県民みんながお互いに寄り添い支え合うことで、安心して暮らし続けることができる
　『高知家地域共生社会』の実現につながることを「こうち」の文字で表現しています。
（R5.10.7県民投票で決定）



○　社会構造の変化（単身世帯の増加、働き方の多様化、インターネットの普及など）により、家族や地域、会社
などにおける人との「つながり」が薄くなり、誰もが孤独・孤立状態に陥りやすい状況。

○　加えて、コロナ禍により社会環境が変化し、孤独・孤立の問題が顕在化・深刻化。

○ 　今後、単身世帯や単身高齢世帯の増加が見込まれる中、孤独・孤立の問題の深刻化が懸念される。このため、
社会に内在する孤独・孤立の問題に対し、政府として必要な施策を着実に実施するべく、令和３年２月に　　
孤独・孤立対策担当大臣が司令塔となり、これまで対策を推進。

孤独・孤立について（背景）

背景

会社とのつながり
雇用の保障や 

手厚い福利厚生
地域の互助組織や支

えあい

地域とのつながり
家族や親族などによる援

助

家族とのつながり

過疎化や高齢化
地域組織の衰退

少子高齢化
単身世帯の増加

働き方の多様化
ワーキングプアの増加
企業福祉の縮小

直接・対面でのコミュ
ニケーションの減少

生活困窮をはじめとし
た不安・悩みの表面化

自殺者数の11年ぶり
の対前年比増

DV相談件数増
児童虐待相談対応件数増
不登校児童生徒数増
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孤独・孤立について（孤独・孤立の状態）
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孤独・孤立の状態

「孤独」　 （一般的な捉え方）
主観的概念であり、ひとりぼっちと感じる精神的な状態を　
指し、寂しいことという感情を含めて用いられることがある

 孤独と孤立は密接に結びついているが、
　　・孤立しているが孤独は感じていない
　　・孤立していないが孤独を感じている　　　ということもありうる。
「望まない孤独」と「孤立」を抱える方々が政策の対象。
「一人でいること」自体が問題ではなく、悩みや困りごとが生じた際に一人で抱え込んでしまうことで、
複雑化・深刻化することが問題。

「孤立」　 （一般的な捉え方）
客観的概念であり、社会とのつながりや助けのない又は少ない
状態を指す

「孤独・孤立の状態」 （孤独・孤立対策推進法における定義）
孤独又は孤立により心身に有害な影響を受けている状態

・一人で育児は大変
・仕事と家庭の両立が難しい
…など

・頼れる人がいない
・子どもの面倒を見てくれる
人がいない …など

・母子の健康状態の悪化
・不安による気持ちの落ち込み
・ネグレクト（育児放棄）…など

【複雑化・深刻化】【孤独・孤立】【悩みや困りごと】

悩みや困りごとが複雑化・深刻化する例：子育て

一人で抱え込むこと・悩みや困りごとの複雑化・深刻化を防ぐためには？
孤独・孤立の状態にならないためには？

➡　日常にある「つながり」が必要
（例：雑談できる相手、一緒に趣味を楽しむことができる仲間、気の合う人、自分のことを応援してくれる人）

×

各種支援制度・
相談窓口等による

支援
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「予防」
の観点

風邪を
ひく

免疫力が低
下している

風邪が悪化
して重症化



孤独・孤立対策推進法①

孤独・孤立対策（孤独・孤立の状態となることの予防、孤独・孤立の状態にある者への迅速かつ適切な支援その他孤独・孤立の
状態から脱却することに資する取組）について、次の事項を基本理念として定める。

①　孤独・孤立の状態は人生のあらゆる段階において何人にも生じ得るものであり、社会のあらゆる分野において孤独・孤立対策の推
進を図ることが重要であること。

②　孤独・孤立の状態にある者及びその家族等（当事者等）の立場に立って、当事者等の状況に応じた支援が継続的に行われるこ
と。

③　当事者等に対しては、その意向に沿って当事者等が社会及び他者との関わりを持つことにより孤独・孤立の状態から脱却して日常
生活及び社会生活を円滑に営むことができるようになることを目標として、必要な支援が行われること。

地方公共団体は、基本理念にのっとり、孤独・孤立対策に関し、国及び他の地方公共団体との連携を図りつつ、その区域内におけ
る当事者等の状況に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有する。

地方公共団体の責務（第４条）

　近時における社会の変化を踏まえ、日常生活若しくは社会生活において孤独を覚えることにより、又は社会から孤立していることによ
り心身に有害な影響を受けている状態にある者への支援等に関する取組について、その基本理念、国等の責務、施策の基本となる事
項及び孤独・孤立対策推進本部の設置等について定める。（令和６年４月１日施行）

趣旨

基本理念（第２条）
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孤独・孤立対策推進法②

孤独・孤立の問題は複合的な要因によるものであり、個別支援も多様なアプローチや手法による対応が必要
　➡個々の当事者等への具体の支援内容について、構成機関等の間で協議する場を設置

孤独・孤立の問題は複合的な要因によるものであり、自治体・団体それぞれ単独での対応は困難
  ➡地域の関係者（分野を超えた官民の主体）が顔の見える関係/ネットワークを構築し、連携・協働を推進

地方版孤独・孤立対策官民連携プラットフォームの構築（第11条）

孤独・孤立対策地域協議会の設置（第15条）

　（協議の促進等）
第11条　国及び地方公共団体は、国、地方公共団体、当事者等へ
の支援を行う者、地域住民その他の関係者が相互に連携と協働を図
ることにより、孤独・孤立対策に関する施策の効果的な推進が図られ
ることに鑑み、これらの者の間における協議の促進その他の関係者相
互間の連携と協働を促進するために必要な施策を講ずるよう努めるも
のとする。

参画する関係機関等が対等に相
互につながり、
お互いに学び合いそれぞれの 
エンパワーメントを目指す
「水平的連携」

官：部局横断的な庁内連携
民：福祉分野・支援者団体にと
どまらない多様な主体の参画
（例 文化/芸術/スポーツの市民
活動団体も主体となる）

ここがポイント！

プラットフォームの関係機関等
より限定的な主体が構成機関等
となり、個人情報も取り扱う。

プラットフォームとは目的・ 
取組内容が異なる。

　（孤独・孤立対策地域協議会）
第15条　地方公共団体は、孤独・孤立対策を推進するために必要な
連携及び協働を図るため、単独で又は共同して、当事者等に対する
支援（以下この項、次条及び第十七条第二項において単に「支援」
という。）に関係する機関及び団体、支援に関係する職務に従事する
者その他の関係者（次条第二項及び第二十一条第二項において
「関係機関等」という。）により構成される孤独・孤立対策地域協議
会（以下「協議会」という。）を置くよう努めるものとする。

２　（略）

ここがポイント！

（取組例）
・孤独・孤立の実態把握や取組方針の策定、
・関係者間の活動についての情報共有、相互啓発活動、
・関係者で連携した当事者等への支援や社会資源の開発、
・住民への情報発信、普及啓発活動、
・人材確保・育成のための研修

具体の支援内容に関する協議を行う場として

・既存の会議体に機能を追加することや、既存の会議と時間
を切り分け、協議会として活用することも考えられる。
・重層的支援体制整備事業の支援会議が設置されている場合
は当該会議体を活用することも有力な選択肢。

県では、孤独・孤立対策官民連携プラットフォームの構築に向けて検討中。
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①地方版孤独・孤立対策官民連携プラットフォーム

地方公共団体
(行政機関の各部署)

当事者等支援を行う
民間団体

地域住民、地域団体 民間企業 その他関係団体

・関係者間で顔の見える関係を構築し、対等に相互につながる「水平的」な連携・協働を促進する。
・孤独・孤立の実態把握、取組方針の策定、情報共有、相互啓発活動、当事者等への支援（具体の
支援内容の協議は孤独・孤立対策地域協議会で実施）、社会資源の開発、住民への情報発信、普
及啓発活動、人材確保・育成のための研修等に取り組む。　

　  首長　
　・企画部門
　・総務部門
　・経済振興関係
　・子ども関係
　・教育関係
　・福祉全般関係
　・環境関係
　・まちづくり関係
　・土木関係
　・防災関係　　等

・保健・医療・福祉等
の専門機関
・社会福祉法人
・社会福祉協議会
・NPO　　　　　等

・町内会
・民生委員・児童委員
・保護司
・ボランティア     等
　　　　　　　

　②孤独・孤立対策地域協議会

　当事者等支援を行う関係者で構成し、
情報の交換を行うとともに、当事者等への
具体の支援内容について協議する。
　
※事務に従事する者・従事していた者に秘密保持義務（罰則付き）あり

部局を横断する
庁内連携体制の構築

〇　地方公共団体における孤独・孤立対策の推進に当たっては、孤独・孤立対策推進法に基づき、協議の促進の場としての地方
版孤独・孤立対策官民連携プラットフォームの構築するよう努めるとともに、当事者等への具体の支援内容について協議する孤
独・孤立対策地域協議会を置くよう努めることとされている。

○　その際、地方公共団体の内部においても、部局を横断する庁内連携体制の構築が必要。　

※地域の実情に応じて組み立て

・地域の企業
・商店街
・商工会　　　　等
　　　　　　　

・様々な分野の
 市民活動団体　　    
（スポーツクラブ、
　文化芸術サークル、
　環境保全NPO 等)
・生協、農協、漁協、
　労働者協同組合
　　　　　　　　　　　等
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・地方公共団体が
設置する各種機関
（保健所・保健セン
ター、学校　等）

地方公共団体における孤独・孤立対策の推進体制（イメージ図）



（参考）孤独・孤立対策推進法における地方公共団体の努力義務規定一覧

（地方公共団体の責務）
第四条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、孤独・孤立対策に関し、国及び他の地方公共団体との連携を図りつつ、その
区域内における当事者等の状況に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有する。

（関係者の連携及び協力）
第六条 国、地方公共団体、当事者等への支援を行う者、地域住民その他の関係者は、基本理念の実現に向けて、相互に連携
を図りながら協力するよう努めるものとする。

（国民の理解の増進等）
第九条 国及び地方公共団体は、孤独・孤立対策に関し、広く国民一般の関心を高め、その理解と協力を得るとともに、社会
を構成する多様な主体の参加による自主的な活動に資するよう、必要な啓発活動を積極的に行うよう努めるものとする。

（相談支援）
第十条 国及び地方公共団体は、地方公共団体、当事者等への支援を行う者、地域住民その他の関係者が、当事者等からの相
談に応じ、必要な情報の提供及び助言その他の支援を行うことを推進するために必要な施策を講ずるよう努めるものとする。

（協議の促進等）
第十一条 国及び地方公共団体は、国、地方公共団体、当事者等への支援を行う者、地域住民その他の関係者が相互に連携と
協働を図ることにより、孤独・孤立対策に関する施策の効果的な推進が図られることに鑑み、これらの者の間における協議
の促進その他の関係者相互間の連携と協働を促進するために必要な施策を講ずるよう努めるものとする。

（人材の確保等）
第十二条 国及び地方公共団体は、当事者等への支援を行う人材の確保、養成及び資質の向上に必要な施策を講ずるよう努め
るものとする。

（孤独・孤立対策地域協議会）
第十五条 地方公共団体は、孤独・孤立対策を推進するために必要な連携及び協働を図るため、単独で又は共同して、当事者
等に対する支援（以下この項、次条及び第十七条第二項において単に「支援」という。）に関係する機関及び団体、支援に
関係する職務に従事する者その他の関係者（次条第二項及び第二十一条第二項において「関係機関等」という。）により構
成される孤独・孤立対策地域協議会（以下「協議会」という。）を置くよう努めるものとする。

２ （略）
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【県本課】ひきこもり支援の取組状況

指標 出発点
（R６)

目標
（R９） 現状 課題 今後の方策、取組

1

本人やその家族が早期の相談につながるよう、地域の相談窓口や利用できる支援など
の更なる周知、ひきこもりの理解促進を図る。

＜令和５年度実績＞
   新聞・SNS広告
　 リーフレットの配布　2120部　
　 自動販売機へのポスター掲示
　 著名人のフォーラム出演1回

＜令和６年度実績（R6.4∼R6.6）＞
   リーフレットの配布　850部　

ひきこもりに関する相談窓口や支援の取り組みをより多くの人に知っても
らうために、リーフレットやSNS等効果的な広報媒体を使いながら継続的
に情報発信することが必要。

各種広報媒体の効果を検証しながら、ひきこもりに関する正しい理解や
相談窓口、県の取り組みについて情報発信を継続する。 地域福祉政策課

2

普及啓発：県民を対象に、ひきこもりに関する普及啓発を行う
＜令和５年度実績＞
①地域共生社会フェスタ　ひきこもり分科会：R5.10.7（74名）
②講演会『社会的孤立問題としてのひきこもりと「つながり」～最適化と自在化という視
点から考える～』：R5.12.23（64名）

【ひきこもりに関する知識・理解について】
普及啓発のため、毎年ひきこもり地域支援センター主催で講演会や交
流会を実施しているが、相談者や関係者以外の新たな参加者が少な
い。

広く県民にひきこもりに関する知識、正しい理解を啓発するため、より効
果的な普及啓発の方法等を検討する。

ひきこもり地域支援
センター

3 － － －

【自殺予防に向けた普及啓発の充実】
・様々な媒体により、自殺に関する正しい知識の普及、相談窓口の周知を実施。
＜令和５年度実績＞
　新聞広告15回
　テレビＣＭ138本
　YouTube広告362,171回
＜令和６年度見込み＞
　新聞広告19回（月１回及び予防週間７回）
　テレビＣＭ62本
　YOuTube広告24万回以上
・高知県のメンタルヘルス情報サイト「高知県メンタルヘルスサポートナビ」をR6.2月に構築し、メ
ンタルヘルス全般について周知を実施。
・メンタルヘルスチェックシステム「こころの体温計」を実施。
　＜令和5年度実績＞　年間アクセス数47,310回

・あらゆるターゲット層に自殺に関する相談窓口等の情報が届くように、
年代にあう媒体を活用して啓発を実施することができた。今後は、相談
窓口の情報のみでなく、自殺の正しい認識を周知していく必要がある。
・メンタルヘルスに関する様々なコンテンツを掲載したHPを構築し、支援
が必要な人が早期に相談窓口等につながる仕組みを構築することがで
きた。一方、まだサイトの認知度が低いため、サイトの周知を図る必要が
ある。

・継続して自殺対策に関する情報や各種相談窓口の広報を実施。
・「メンタルヘルスサポートナビ」やメンタルヘルスに関する普及啓発動画
を、多くの人の視聴につなげ、自殺に関する正しい知識を普及する。
（検索連動型広告によるサイトへの誘導や、普及啓発動画を関係機
関（職域団体や学校等）に周知し、動画の視聴からサイトの閲覧につ
なげる。）

障害保健支援課

4

【高知ひきこもりピアサポートセンター運営委託事業】
相談窓口の多様化を図るため、ひきこもり経験者のピアサポーターによる相談支援を行
う窓口として、令和２年４月に設置（本部（高知市））。
※ピアサポーターの人数：R3(14名)、R4(19名) 、R5(14名)、R6.6(17名)
＜令和５年度実績＞
　相談件数785件　新規相談件数76件
　オーテピア等への出張ピア相談７件、支援者連絡会への出席、他支援機からの相談
者受入等連携を行った。

＜令和６年度実績（R6.4∼R6.6）＞
　相談件数248件　新規相談件数31件 
　オーテピア等への出張ピア相談１件

認知度が向上したことにより、様々な相談が寄せられ、ピアサポーターが
対応に苦慮するケースが増加している。

ピアサポートセンターとひきこもり地域支援センター、地域福祉政策課と
の3者定例会を月1回開催し、ピア活動の後方支援を行う。関係機関
との情報共有の機会を定期的に設け、ピアサポーターの負担の軽減、ス
キルアップへの支援を行う。

地域福祉政策課

指標・数値 R6取
組
番
号

取組方向 取組内容 担当課

情報発信・普及啓発 ひきこもりの人への理解を促すとともに、ひきこも
り支援に関する相談窓口の周知

居場所等の支援につながっ
た件数 282件／年 300件／年

市町村における包括的な支援体制の整
備

市町村プラットフォーム設置の推進 市町村プラットフォーム設置
市町村数 27市町村 全市町村

5

相談状況・地域支援・人材養成・支援者連絡会
＜令和５年度実績＞
①相談受理件数：1382件（来所：952件、電話430件）
②地域支援
若者サポートステーションや市町村とのケース検討会（定期）：22回
市町村、関係機関とのケース検討会、勉強会（随時）：18回
福祉保健所主催の連絡会、研修会、ケース検討会：８回
③人材養成研修：３回
・R5.9.8「ひきこもり支援ガイドブック」を用いた研修（60名）
・R5.12.22「講義：『事例研究は援助職の視点と支援を洗練させる～多面的な理
解・判断による的確な支援へ向けて～』
演習：事例研究を通した研修（２事例）（21名）
・R6.3.3事例研究を通した研修（２事例）（24名）
④支援者連絡会（県内を３ブロックに分けて実施）
・西ブロック：R5.6.8(31名）
・中央ブロック：R5.6.28(41名）
・東ブロック：R5.6.16(29名）
＜令和６年度7月末時点＞
①相談受理件数：419件（来所：292件、電話：127件）
②地域支援：定期開催４回
③人材養成研修：１回
・R6.7.17「ひきこもり支援ガイドブック」を用いた研修（57名）
④支援者連絡会（県内を３ブロックに分けて実施）
・西ブロック：R6.6.7(33名）
・中央ブロック：R6.6.28(43名）
・東ブロック：R5.6.14(32名）

・ひきこもり地域支援センターによる直接支援は、アクセス可能な方に限
定されてしまい、居住地により、支援できる方に差が生じている。
また、ひきこもり地域支援センターでの県内全域への直接支援には限界
があることから、市町村が中心となり支援を進めていけるよう、直接支援
から後方支援中心へ移行していく必要がある。

・ひきこもり支援ガイドブックを活用した「初任者向け研修会」へのニーズ
が高いため、今後も継続実施していく。また、福祉保健所と連携し圏域
単位での連絡会実施への支援等、地域での支援をバックアップしなが
ら、全市町村の支援力向上、支援体制の強化を図っていく。

ひきこもり地域支援
センター

 7



指標 出発点
（R６)

目標
（R９） 現状 課題 今後の方策、取組

指標・数値 R6取
組
番
号

取組方向 取組内容 担当課

6 重層的支援体制整備事業を活用した包括的
な支援体制の整備の推進 － － －

【重層的支援体制整備事業】
相談支援、参加支援、地域づくりに向けた支援を一体的に実施することによって、包括
的な支援体制を整備する。
<令和５年度実績>
・令和６年度に包括的な支援体制を整備する市町村 〔重層的支援体制整備事業
（移行準備事業含む）を活用する意向を示した市町村〕
　意向調査時点：24市町村

・ひきこもりの問題に限らず、世帯全体で複合的な課題を抱えたケース
が多く、保健、医療、福祉、教育、就労等、多方面からのアプローチが
必要である。そのため、身近な地域で相談が受け止められる体制づくりと
して、重層的支援体制整備事業を活用するなどして、包括的・重層的
な支援体制を構築していく必要がある。
・重層事業未実施市町村においては、必要性やメリットよりも事業実施
に係る事務や他の会議体との調整などの負担感が大きいという声があ
る。
・実施市町村の多くは緒についたばかりのため、引き続きフォローが必
要。

○各市町村の包括的な支援体制整備の進捗状況や課題に応じたき
め細かな伴走支援を実施。
　・支援会議等の運営・運用に関する実務的な研修等を実施。
　・親和性の高い会議体の効果的・効率的な運営方法や　統合等を
検討し、積極的に助言。

○R7年度に包括的な支援体制を整備する市町村 〔重層的支援体制
整備事業（移行準備事業含む）を活用する意向を示す市町村〕
　・R6年度意向調査時点：28市町村（目標）

地域福祉政策課

7 地域の社会資源を活用し、ひきこもりの方等の
居場所の拡大

【居場所づくり】
・地域における自殺対策を強化するために、ひきこもり支援（居場所づくり等）を
行う民間団体に対し補助を実施。
・あったかふれあいセンターを活用した身近な居場所づくり

<令和５年度実績>
・自殺対策強化事業費（ひきこもり自立支援）補助金　補助先４　団体（県内
　居場所：高知市２ヶ所、黒潮町１ヶ所、大月町１ヶ所）
・ひきこもり支援の状況に関してあったかふれあいセンターへアンケートを実施。
　居場所の実施：7拠点

・より効果的にひきこもりに関する事業を実施するため、居場所等の運営
主体と意見交換や情報共有を図ることが必要。
・居場所の運営主体の多くは、任意団体で不安定な状況にあるため、
経営の安定化を図ることが必要。

・ひきこもりに関する事業や居場所の運営等に関する課題等を把握し、
関係機関を共有するため、福祉保健所等と定期的に居場所等を訪問
する。
・安定的な運営のため任意団体については、法人化を働きかける。

地域福祉政策課

8

【就労体験拠点設置事業（生きづらさを抱えた人対象）】
ひきこもりの人など、生活上の様々な課題により生きづらさを抱えた人を支援するための
拠点を設置し、就労体験及び就労訓練の機会を提供するなど自立に向けた支援を実
施。
＜令和５年度実績（３拠点計）＞
   ・就労体験者数：19名
　　うち、一般就労に結びついた人数：11名
　　（就職先：農業6、水産業1、卸売業１、介護1、販売１、サービス（警備）1）
＜令和６年度実績（R6.4～R6.7）＞
　 ・就労体験者数：11名　
　　　うち、一般就労に結びついた人数：５名
　　（就職先：農業５）

・就労体験拠点は4年度途中に２拠点から３拠点となったばかりであ
り、新たに設置した１拠点については事業の認知度向上が必要。
・就労体験が農業分野に集中しているため、当事者の希望に応じた体
験ができるよう協力事業者の開拓が必要。

・当事者や関係者等に広く周知を行い、認知度の向上を図っていく。
・当事者の希望に応じた体験ができるように様々な業種の体験先を開
拓していく。

地域福祉政策課

9 － － －
【若者サポートステーション事業】
社会的自立に困難を抱えた若者を支援する若者サポートステーションへ誘導し、自立
支援を行う。

利用者によっては、精神的な不安定さや、(過去の)離職時の不安感が
解消できないことから支援が長引くケースがあることから、個々に応じた支
援が必要。

個別面談を実施しながら、高卒認定資格取得に向けた修学支援や各
種セミナーなどによる就労支援を実施していく。 生涯学習課

10
自立相談支援機関に、訪問による相談支援
を行うアウトリーチ支援員を配置するなど、訪問
支援体制を強化

－ － －

【生活困窮自立相談支援事業】
　相談支援員及びアウトリーチ支援員等を配置し、生活困窮者に対する相談支援や
訪問支援を行うとともに、さまざまな支援を一体的かつ計画的に行い、関係機関のネッ
トワークづくり等の体制を構築し、生活困窮者の自立の促進を図る。

○アウトリーチ支援員
＜令和５年度実績（３町社協計）＞
・本人との接触（延べ）　357件
・本人以外との接触（延べ）　98件
・プラン作成　1件
・支援調整会議への参加　9件

令和2年度から３町社協の自立相談支援機関の窓口にアウトリーチ支
援員を配置し、ひきこもり対策の充実が図られているが、相談意欲を失
われた当事者を対象とする家庭へのアウトリーチに関しては、支援手法
の難易度の高さから支援のノウハウを有する人材の養成が追いついてい
ない。

・生活困窮者自立支援制度従事者の人材育成について、実務者に自
立支援計画（プラン）の作成にかかる課題や取組事例を聴取し、実
務者が必要とする研修の実施
・自立相談支援機関協議会（全体会）あるいは自立相談支援機関
へのヒアリング時に好事例の横展開を図る。

地域福祉政策課

社会参加への支援

中間的就労等を得て就職し
た人数 11人／年 10人／年

ひきこもりの方等に係る就労体験等の機会確
保及び受入体制整備
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■34市町村計 389人（R6.4.1時点）

 ・うち11市計  173人

 ・うち24町村計 216人

  

ひきこもり支援に関する市町村の取り組み状況（１）（概要）　　

9

R6.8地域福祉政策課調

①支援しているひきこもりの方の人数

■面談相談 27市町村
■電話相談 24市町村
■その他  
 ・香南市  ピアサポーター等による訪問
 ・佐川町  本人とは会えないため、両親と面談
 ・越知町  病院受診に同行し、医師も交え、その場でケース検討
 ・四万十町 訪問時に不在の場合、手紙での近況伺いや支援制度に
       関する情報提供

  

②実際の個別支援内容

■居場所づくり       17市町村
■地域のネットワークづくり 19市町村
■当事者の会、家族会の開催     2町
■住民への普及啓発     16市町村
■その他
 ・高知市 個別支援を主とした支援機関とのネットワークづくり
      （個別ケース会）等の開催
 ・土佐町 あったかふれあいセンターと連携した情報収集と声かけ
 ・越知町 家族支援（当事者家族の悩み相談を受ける）

③支援に向けた具体的な取り組み

■有 15市町村
（内訳）
  ・須崎市  参加機関：健康推進課、福祉事務所、社会福祉協議
             会、保健所、ひきこもり地域支援セン 
             ター、精神科医療機関、若者サポート
             ステーション、障害者就業・生活支援
             センター
        開催頻度：年３回
  ・四万十市 参加機関：福祉事務所、健康推進課、高齢者支援課、
             生活困窮者自立支援相談支援事業所、社
             会福祉協議会、基幹相談支援センター
        開催頻度：月１回程度（ケースに応じて変わる）
  ・日高村  参加機関：日高村教育委員会、健康福祉課、村内
             小・中学校の校長及び教頭、村内保育園
             の園長
        開催頻度：2～3か月に1回程度（必要に応じて開催)
  ・津野町  参加機関：社会福祉協議会、若者サポートステー
             ション、教育支援センター
        開催頻度：３回程度（必要に応じて開催)

  

④Ｒ６開催済み・予定の個別ケース検討会議

 ・土佐市  医療機関：医療の必要性の見極め等
 ・須崎市  医療機関：医療的な見立てが必要と判断
       就労関係機関：本人の就労希望
 ・香南市  ピアサポーター：家族との面談のため
 ・中土佐町 町社協：外出可能な場合に本人への情報提供ができ、
           かつ状況把握の目を増やせるため
 ・四万十町 医療機関：うつや自殺予防の観点から精神科医療機関
            による支援を優先     
 
 

⑤アセスメント後につないだ機関



■プラットフォーム設置済み 27市町村

 ・高知市   ひきこもり支援に関する情報共有や支援体制の検討、

        高知県ひきこもり地域支援センターを招いた研修会

        等を行う場として活用

   ・安芸市     安芸市障がい者自立支援協議会（専門関係機関の会

        議）開催（年1回）、安芸市障害者相談支援（年12

        回）、就労支援専門部会開催（年12回）

   ・本山町   本山町重層的支援体制整備事業を用いている

   ・いの町   ひきこもり支援者会議開催（年５回）、自殺対策

        ネットワーク会議開催（年３回）

  

ひきこもり支援に関する市町村の取り組み状況（２）（概要）　　
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 事業名 R5
R6

(予定)
R7

(予定)
R8

(予定)

ひきこもり地域支援センターの整備 ０ ０ ０ ０

ひきこもり支援ステーション事業 １ １ １ １

ひきこもりサポート事業 ０ ０ ０ ０

R6.8地域福祉政策課調

⑥市町村プラットフォームの稼働状況

■課題あり 29市町村
 ・高知市  重層的支援会議を活用した多職種協働の実施や早期か
       らの対応ができるよう、教育委員会との連携強化等を
       検討しているが、ひきこもりが長期化している事例へ
       の専門的なアセスメントや伴走支援等の対応に難しさ
       を感じている。
 ・南国市  相談が来ていないケースについて状況把握が出来てい
       ない。学校教育部門などの関係機関との連携が課題と
       なっている。
 ・宿毛市  支援者の相談先がない。
 ・佐川町  つながっていないひきこもりの方の実態が不明。
       つなぎ先が郡部には少なく、ひきこもりについて相談
       出来る医療機関が分からない。
 ・越知町  精神障害や発達障害特性を持っている人が多く、支援
       者同士の連携が必要。
 ・四万十町 教育現場との連携（課題の共有、引継ぎなど）や障害
       福祉の前段で積極的に介入できない、拒否される。
 ・黒潮町  実態把握が難しい。ひきこもり支援に関する理解が進
       んでいない。対応スキルが十分でない。
  

⑦ひきこもり支援における課題

■意見・要望あり ９市町
 ・宿毛市  支援者支援の強化
 ・越知町  もう少し個別ケースの支援に保健所が入ってもらいた
       い。身近なところでの相談を受ける体制は非常に重要
       だと思うが、町レベルだと人員体制の問題から、それ
       ぞれが別の業務を持ちすぎて、ひきこもりの問題を掘
       り下げて対応できる体制にならず、また対応の積み上
       げができない。
 ・四万十町 児童精神科の思春期保健の見立てが出来る方の人材派
       遣や育成、教育部署との垣根払拭、支援共有について
       働きかけをしてもらいたい。

【参考】ひきこもり支援推進事業（国事業）の県内実施状況

   ※上記はR5年度調査によるものであり、R6以降の状況は見込み。

 ※ひきこもり支援推進事業とは

  ひきこもり支援の強化として、各都道府県に相談窓口「ひきこもり地域
支援センター」を設置し、令和４年度からは市町村にも拡充。また、令和
５年度からは相談支援や居場所づくりを行う「ひきこもり支援ステーショ
ン事業」と、選択式の支援メニューを提供する「ひきこもりサポート事
業」を開始。

 

   
  

⑧県への意見・要望



【市町村】ひきこもり支援の取組状況

具体的な支援内容 具体的な支援内容

高知市 ○ ○
個別支援を主とした支援機
関とのネットワークづくり
（個別ケース会）等の開催

有

参加機関：地域共生社会推進課，
ケースに関係する相談支援部署
開催頻度：各相談支援部署から個
別ケース検討の依頼があった時

高齢者福祉担当課，障害者福祉担
当課，生活保護担当課，生活困窮
者自立支援制度担当課，保健所
（精神保健福祉部門，成人保健福
祉部門），高知県ひきこもり地域
支援センター，高知市社会福祉協
議会

－

既存の相談支援部署間の連携会議
をプラットフォームとして運用。
ひきこもり支援に関する情報共有
や支援体制の検討，高知県ひきこ
もり地域支援センターを招いた研
修会等を行う場としている。3ヶ
月ごとに報告している「ひきこも
り支援に関する状況調べ」も，プ
ラットフォームに参加している部
署からの情報をもとに，市として
の報告を作成している。

相談支援部署が対応する困難ケースと
してひきこもりの事例が挙がることも
多く，現状（重層的）支援会議を活用
した多職種協働やアウトリーチに向け
た支援方針を決定する仕組みを設けた
り，相談支援部署間で情報共有できる
ようプラットフォームを設けているほ
か，早期からの対応ができるよう，教
育委員会との連携強化等を検討してい
るが，ひきこもりが長期化している事
例への専門的なアセスメントや伴走支
援等の対応に難しさを感じている。

今後も引き続き，研修会の開催や
個別ケース会での助言をお願いし
ます。

室戸市 ○ ○ ○ 無
保健介護課、室戸市社会福祉協議
会内、生活支援センター

－
支援調整会議の中に含めていま
す。2ヶ月に１回開催

親族が接触を嫌がることが多いです。

安芸市 ○ ○ ○ 訪問、農福連携など ○ ○ ○ 農福連携 有

参加機関：医療機関・市福祉・Ｂ
型作業所等
頻度：ケース検討が必要になった
時

地域活動支援センター・就労移行
支援事業所・就労生活支援セン
ター・サポステ・ハローワーク
・社協困窮事業担当・県安芸福祉
保健所など

左記関係機関

年1回協議体：安芸市障がい者自
立支援協議会（専門関係機関の会
議）
年12回ずつ（24回）実働会議体：
安芸市障害者相談支援・就労支援
専門部会

支援者の地道で長期的な対応が必要な
ため、支援機関の人材不足

ひきこもり支援する中で、救えな
かった場合や自殺に至った場合の
振り返りの機会がないまま、突き
進んでいる。スタッフの心のケア
や、よりよい支援を次につなげる
ための専門家の支援が欲しいで
す。

南国市 ○ ○ 無

南国市地域包括支援センター、南
国市長寿支援課、南国市福祉事務
所、南国市社会福祉協議会、地域
活動支援センター「南国」、中央
東福祉保健所、土佐病院、南国病
院、高知県立精神保健福祉セン
ター、居宅介護支援事業所土佐清
風園、訪問看護ステーションのぞ
み

南国病院：精神障害者アウトリー
チ推進事業利用のため
中央東福祉保健所：心の健康相談
利用のため

現時点で市町村プラットフォーム
は設置しておらず、問い合わせが
あれば南国市社会福祉協議会や南
国市保健福祉センターが相談・訪
問・居場所受入対応や他機関連携
を行っている。

相談が来ていないケースについては、
状況把握・対応ができていない。不登
校（学校教育部門との連携）の対応が
確立していない。市と関係機関との情
報連携体制が課題となっており、相談
毎にヒアリングを最初から開始してい
るような状況で相談者の負担も大き
い。

土佐市 ○ ○ ○ ○ 有
精神保健福祉センターとの事例検
討会（3回/年定期開催）

精神保健福祉センター、社会福祉
協議会、福祉事務所

一陽病院（精神障害者アウトリー
チ推進事業）：医療の必要性の見
極め等

福祉事務所、社会福祉協議会、健
康づくり課で1回/月会を開催

関係機関が少ない、専門性がなくても
訪問や相談に乗ってくれる身近な機関
があれば良い。また、気軽に行ける居
場所がない。

当事者の話が聞ける講演会の開催
等

須崎市 ○ ○ ○ ○ 有

年に3回、ひきこもり支援検討会
を実施。健康推進課・福祉事務
所・社会福祉協議会・保健所・ひ
きこもり地域支援センターが参
加。うち1回は、自立支援協議会
の相談支援部会と合同開催し、そ
の際は精神科医療機関、サポス
テ、障害者就業・生活支援セン
ターが加えて参加。

社会福祉協議会、包括支援セン
ター、サポステ、精神科医療機
関、公民館、民生委員、障害者就
業・生活支援センター、福祉事務
所、長寿介護課、精神保健福祉セ
ンター、就労継続支援事業所、学
校

医療的な見立てが必要と判断した
場合は医療機関へつなぐ。就労の
希望がある場合は、就労継続支援
事業所等、そのケースによりつな
ぐ先は異なり、複数につなぐ場合
も多いため、すべては記述できま
せん。

設置検討中
つなげる資源が少ない。地域のひきこ
もりに対する理解を深めることが課
題。

宿毛市 ○ ○ ○
訪問、メールでの相談
対応

無
精神保健福祉センター、幡多福祉
保健所、地域の精神科医療機関と
連携を取っている。

聖ヶ丘病院、渡川病院、土佐病
院、やいろちょうの会

未設置 支援者の相談先がない 支援者支援の強化

土佐清水市 ○ ○ 無 －
体制整備はしているが、把握して
いるケース数も少なく稼働として
は少ない状況である。

ひきこもり支援に関わる職員が、多く
の業務を兼務しており、十分な対応が
出来ていない。

四万十市 ○ ○ ○
　個別ケースへの相談対
応。

有

　4件中2件は重層的支援体制整備
事業の支援会議の中でケース検討
や情報共有が行われている。支援
会議は月1回開催し、ケースに
よっては協議頻度は様々。参加者
は福祉事務所、健康推進課、高齢
者支援課、生活困窮者自立相談支
援事業所（重層的支援体制整備事
業の参加支援も委託）、社会福祉
協議会（多機関協働支援の担当と
障害者相談支援事業所の担当）、
基幹相談支援センター（アウト
リーチ等を通じた継続的支援も委
託）から担当者が参加している。

精神科病院（アウトリーチ事
業）、福祉事務所、健康推進課、
高齢者支援課、生活困窮者自立相
談支援事業所、社会福祉協議会、
基幹相談支援センター

－

　現在プラットフォームの設定は
行えておらず、個別ケースに応じ
てケース協議等を行いながら対応
している。

　重層的支援体制整備事業との整理を
含めた、行政内での位置づけの整理・
協議。
　個別ケースについては、なかなか対
象者に接触できる機会が少なく、アセ
スメントや関係構築が進みにくいた
め、目標設定等の難しさがある。

香南市 ○ ○ ○
訪問・ピアサポーター
等による訪問

○ ○ 有
今年度1回予定。ひきこもり関係
課・地域活動支援センター・社会
福祉協議会

健康部門・生活困窮者自立支援機
関

ひきこもり親の会・ピアサポー
ター

令和6年4月開始。年3～4回の会議
を開催予定。

居場所の提供。ひきこもりにつながる
不登校の対策。

香美市 ○ ○ ○ 無
地域活動支援センター、社会福祉
協議会、中央東福祉保健所

－

本人とのコンタクトが取りにくいた
め、本人の意向および気持ちを把握す
ることや支援の入り方に困難さを感じ
る。

東洋町 ○ ○ ○ ○ ○ 無
警察・駐在、福祉保健所、医療機
関、精神保健福祉センター。

－
年数回、ネットワーク会議を開催
し、情報共有、個別支援計画の検
討を行っている。

ひきこもり支援に関する専門的な知識
や技術に不安がある。

奈半利町 ○ ○
家族や関係者からの相
談への対応

○ ○ ○ 無
生活困窮、福祉事務所、基幹相談
支援センター、広域連合

－

中芸広域連合が「中芸地区プラッ
トフォーム」を設置。ケース検討
等はできておらず実際の稼働実績
はなし。

ひきこもりを把握しても、マンパワー
的に対応まで至っていない。

県内の取り組み事例等情報提供い
ただけると嬉しいです。

田野町 ○ ○ ○ ○ 無
包括支援センター・社会福祉協議
会

－

プラットフォームは中芸広域連合
が「中芸地区プラットフォーム」
を設置している。ただプラット
フォームを活用してのケース検討
等はできておらず実際の稼働実績
はない。

②実際の個別支援内容（複数回答可） ③ ひきこもりの人への支援（複数回答可）としてどのような取組をしていますか。 ④令和６年度中に開催済み・開催予定の個別ケース
検討会議の有無

市町村名

④実際の支援に当たってこれまで連
携した部署および機関

⑤アセスメントの結果、他機関へつな
いだケースがある場合、その機関名
及びつないだ理由

⑥市町村プラットフォームの実際の稼
働状況について

⑦貴団体のひきこもり支援に関して課題と
感じている事

⑧県への意見・要望

面談相談 電話相談 その他 居場所づく
り

地域のネッ
トワークづ
くり

当事者の
会、家族会
の開催

住民への
普及啓発

その他 １：有　
２：無

「１：有」の場合、参加機関と開催頻度
（定期開催・ケース検討が必要になっ
た時等）について

    11



【市町村】ひきこもり支援の取組状況
②実際の個別支援内容（複数回答可） ③ ひきこもりの人への支援（複数回答可）としてどのような取組をしていますか。 ④令和６年度中に開催済み・開催予定の個別ケース

検討会議の有無

市町村名

④実際の支援に当たってこれまで連
携した部署および機関

⑤アセスメントの結果、他機関へつな
いだケースがある場合、その機関名
及びつないだ理由

⑥市町村プラットフォームの実際の稼
働状況について

⑦貴団体のひきこもり支援に関して課題と
感じている事

⑧県への意見・要望

面談相談 電話相談 その他 居場所づく
り

地域のネッ
トワークづ
くり

当事者の
会、家族会
の開催

住民への
普及啓発

その他 １：有　
２：無

「１：有」の場合、参加機関と開催頻度
（定期開催・ケース検討が必要になっ
た時等）について

安田町 ○ ○ ○ ○ ○ 無
相談支援事業所・中芸広域連合保
健福祉課

－ 稼働実績はありません。

本人に会えず、実態把握ができていな
いケースがいる。
誘い出しをするにも受け皿が少なく、
本人のしたいことにつながらない。

北川村 ○ ○ ○ 無 － 稼働実績はありません。

馬路村 ○ ○

訪問を継続して実施し
ているが、引きこもり
の当事者とは面談に
至っていない。
別居家族と定期的に連
絡を取って状況把握し
ながら対応している。

○ ○ ○ 無

毎月１回開催している支えあい会
（社協、診療所、包括支援セン
ター、役場）で状況の確認、支援
状況の共有を図っている。

－ 稼働実績なし

現状では、引きこもっている当事者と
面談ができておらず誘い出しにも至っ
ていないが、誘い出しが可能な段階に
なった時の活動場所の確保。マンパ
ワーの確保。

芸西村 ○ 無 － 未設置 人員不足（所管課の設置等）

本山町 ○ ○ 訪問 ○ ○ 有
参加機関：中央東福祉保健所、本
山町福祉センター、本山町健康福
祉課。開催頻度：1回/年

本山町社会福祉協議会。精神保健
福祉センター。中央東福祉保健
所。

－
本山町重層的支援体制整備事業を
用いている。引きこもり支援に
は、まだつながっていない。

現在相談を受けているケースで、本
人・家族は就労を希望しているが、人
に会わず家の中でできる仕事の希望で
あり、そういった場合に紹介できる仕
事がない。

大豊町 ○ ○ ○ 訪問し面接 無 －
年1回、地域福祉課内の関係部署
で協議する。

土佐町 ○ ○

・2ヶ月に○回実施して
いる障がい者の集いへ
の案内を送付
・就労支援で地元JAへ
協力依頼

○ ○ ○
社協の事業であるあったか
ふれあいの集いとの連携に
よる情報収集と声かけ

有

参加機関：町社会福祉協議会、福
祉保健所、家族、町担当課（事務
職・保健師）、地域包括支援セン
ター、地域の協力者
頻度：ケース検討が必要になった
時

町社会福祉協議会、福祉保健所、
当事者の通院中の医療機関、教育
支援センタ―

県福祉保健所生活保護担当（生活
困窮による）

相談窓口として町の担当課及び町
の社会福祉協議会は周知されてい
るので、民生委員や関係機関から
の相談は随時あり、必要に応じて
担当課と社協が連携して対応して
いる。

生活保護受給等で公的機関が関わって
いる場合は早めに把握し支援につなが
り易いが、家庭内で家族だけが見守っ
ている場合は、家族からの相談がない
と動きにくい。

大川村 ○ ○ ○ 個別対応（訪問等） 無 社会福祉協議会、医療機関 －
高齢者に限らない相談対応を実施
（大川村地域まるごと包括支援セ
ンター）

いの町 ○ ○ ○ 有
参加機関：精神保健福祉セン
ター、中央西福祉保健所　
開催頻度：5回/年

社会福祉協議会、精神保健福祉セ
ンター、ハローワーク、B型事業
所、農家

社会福祉協議会、精神保健福祉セ
ンター、ハローワーク、B型事業
所、農家
理由：関わりながら、必要な時期
に、必要な機関に相談しながらつ
なげている。

ひきこもり支援会議：年5回
自殺対策ネットワーク会議会議：
年3回

マンパワー不足。実際にひきこもりと
して把握している人数は85人だが、他
の業務と兼務であり、対応できる人も
限られているため、限界がある。

同じ様な調査が多いため、１回に
まとめていただくと助かります。

仁淀川町 ○ 個別ケースワーク 無
農福連携事業所（本人が就労を希
望していたため）

未設定 社会資源の乏しさ

中土佐町 ○ ○ ○ 有

定期開催(年2回)・参加機関：精
神保健福祉センター、福祉保健
所、町社会福祉協議会、役場健康
福祉課

町社会福祉協議会
町社協。外出できる場について本
人への情報提供が行える。状況把
握の目を増やすことができる。

事例検討会の実施やケース対応の
中で必要時に情報共有を行う。

なかなか本人と会うことができず、ま
た、家族も支援者が本人に直接会うこ
とへの抵抗があることが多く、直接の
支援につながりにくい。

佐川町 ○ ○
本人とは会えないた
め、両親との面談

○ ○
当事者の会の紹介を行っ
た。

無
当事者の会、B型事業所、教育委
員会

－ 月1回面談を継続している。

・つながっていないひきこもり方の実
態が不明。両親が隠していることも多
い。
・繋ぎ先となる資源が郡部では少な
い。
・ひきこもりについて相談できる医療
機関が不明。

ひきこもりの原因が分からない場
合、いきなり精神科へつなげるこ
とに抵抗がある。ひきこもりの相
談ができる窓口を病院で掲げても
らう等、対応ができる病院の発掘
をお願いしたい。

越知町 ○ ○ ○
受診同行し、医師に
入ってもらいその場で
ケース検討会を実施

○ ○

家族の悩み相談を受ける。
家族支援をすることで、間
接的に本人の支援に繋げる
意識で実施している。

有
3ヵ月に一回、②で回答したケー
ス会を実施している。

社会福祉協議会、相談支援事業
所、就労継続支援B型事業所、医
療機関、ヘルパー事業所、ハロー
ワーク、ひきこもり支援セン
ター、保健所

社会福祉協議会、相談支援事業
所、就労継続支援B型事業所、ハ
ローワーク

実際にプラットフォームでひきこ
もりの検討が実施できた事例はほ
とんどない

精神障害や発達障害特性を持っている
人が多く、支援者同士の連携が必要

もう少し個別ケースの支援に保健
所が入ってもらいたい。身近なと
ころでの相談を受ける体制は非常
に重要だと思うが、町レベルだと
人員体制の問題から、それぞれが
別の業務を持ちすぎて、ひきこも
りの問題を掘り下げて対応できる
体制にならず、また対応の積み上
げができない。

梼原町 ○ 無 －

社会福祉協議会や町内の教育機関
と、気になるケースについて情報
共有・支援方法の検討を行ってい
る。現時点で、ひきこもり傾向に
あるケースは挙がるが、ひきこも
りの定義に当てはまるケースは挙
がっていない。

ひきこもりの定義に当てはまるケース
への支援は現時点では行っていない。
しかし、引きこもり傾向にある人への
社会資源(居場所、支援機関等)が限ら
れており、社会とのつながりを維持す
るために支援していても、自宅からの
距離が遠い等、物理的なハードルが高
くなるケースがある。

日高村 ○ ○ ○ ○ 有
日高村教育委員会が主催。2～3か
月に1回程度定期開催。その他、
随時必要時に開催。

日高村教育委員会 －

定期的にチームで個別支援プラン
内容の共有をし、スタッフでプラ
ンの方針の元、個別に対応してい
る。

本人や家族が支援を受ける必要がない
と考えている場合の介入が困難

津野町 ○ ○ ○ 有

社会福祉協議会、若者サポートス
テーション、教育支援センター参
加予定。ケースのチーム支援を
行った結果のケース振り返り。

社会福祉協議会、若者サポートス
テーション、教育支援センター

－
年3-4/回に関係機関とのひきこも
りに関する支援会議(ケース共有/
台帳確認)

・ひきこもりケースにおけるチーム支
援の必要性
・16歳以降町外にでる住民も多く、そ
の後町の支援から離れ、帰町までわか
らないことがある。

四万十町 ○ ○ ○

訪問し、不在時や応答
がない時に手紙での近
況伺いや支援制度に関
する情報提供など。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
ひきこもり家族のつど
いへ参加し親御さんか
らの近況報告や情報交
換など。

○ ○ ○ ○ 無

社協　教育研究所　親のつどい　
ひきこもりピアサポ　サポステ　
あったか　地活　精保センター　
保健所保護課　精神科医療機関　
等　

うつや自殺予防の観点から精神科
医療機関支援を優先したケース

ネットワーク会議を通じた情報交
換や検討会の開催、社協のアウト
リーチや親のつどいとの連携、精
神科医療機関からの見立てや社会
参加を目的とした居場所の紹介、
就労の情報提供など

教育現場との連動（課題の共有と支援
の共有、引継ぎなど）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
障がい福祉の前段（保健的な見立て支
援）
積極的に介入できていない、訪問して
も会えない、拒否がある。

児童精神科や思春期保健の見立て
が出来る方の人材派遣や育成　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
教育部署との垣根払拭、支援共有
についての働きかけ

大月町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 有

2ヶ月に１回程度の頻度で関係機
関と情報共有やケース検討を実施
している。必要があれば随時でも
行っている。

大月町社会福祉協議会、若者サ
ポートセンター、計画相談事業
所、就労支援事業所

若者サポートセンター、大月町社
会福祉協議会、当事者会、家族会

2ヶ月に１回の定例会での情報共
有

マンパワー不足、居場所や就労場所が
限られている

三原村 ○
相談実績等は無く、支
援の実績が無い

○
相談の実績等は無く、支援
の実績が無い

無
支援に至るケースが無く連携した
部署・機関が無い

－
相談の実績等は無く、稼働の実績
も無い

黒潮町 ○ ○ ○ ○ ○ 有

保健所主催のひきこもり支援担当
者連絡会等でケース検討が必要に
なった時などに提出し検討する予
定

健康福祉課、地域住民課、社会福
祉協議会、つながるネット、NPO
法人、県、ハローワーク、医療機
関など

社協、ハローワーク、つながる
ネット、NPO法人、JA：本人の意
向を確認した時に連携が必要であ
ると感じたから、医療機関：障害
年金等受給にあたってつなぐ必要
があったから

令和3年度に支援協議会「まあ
る」を発足し、令和5年度からは
重層的支援体制整備事業の実施を
推進するための会議体として移行
している。ケース検討が必要に
なった際は、そこで支援体制を検
討し構築していく。

実態把握が難しい。また把握しても、
本人・家族が支援を望まない場合の介
入が難しい。周囲の理解（行政は何も
していない）を得るのが難しい。実際
に対応が必要なケースが生じた場合
に、対応スキルが十分でない（経験値
が少ない）。

合計 27 24 9 17 19 2 16 10
有：15
無：19

・医療機関：６市町
・就労関係機関：６市町
・県福祉保健所：３市町

・ＰＦ設置済み：27市町村
・ＰＦ未設置：７市町村

・課題あり：２９市町村 ・意見・要望あり：９市町
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【福祉保健所】ひきこもり支援の取組状況
① 直近３年のひきこもりの個別支援の有無

　１：有　２：無 「１：有」の場合、相談ルート(当事者(家族)から
直接、関係機関経由など）について

（バックアップ　例：WHC主催の連絡会等、市町
村の個別支援への同行等）

（個別ケース検討会議） （ひきこもり支援検討会）

安芸福祉保
健所

有 家族、市町村、関係支援機関、学校

市町村の個別支援への同行や助言。
助言とは「家族の関係性の修復やあり方につい
て改善行動を助言」「本人の健康度の見立て」
「保健所嘱託医相談事業の活用を提案」「医療
利用の効果と限界について説明」「市町村のス
タンスや家族への接し方への助言」「本人への
介入時期や介入方法の提案」

有（市町村主催の個別ケース検討会に参加して
いる。求められている役割は、アドバイザー、
情報共有、役割の一つを担うこと（例えば、
日々の見守りは市町村、医療が必要になった際
の医療機関への打診役割は福祉保健所がする）

有（市町村主催では、個別検討会はしていて
も、ひきこもり全般的な支援検討会はしていな
い。）

市町村、若者サポートステーション、地域活動
支援センター、市町村社会福祉協議会、市町村
地域包括支援センター、学校、医療機関

・家族が同じ立場の方と交流したい場合に、高
知市までの移動が負担など、多くの点で負担が
かか　　る。といって、地元で自助グループを
結成できるほどの当事者（家族）がいない。
・市町村の業務も多忙であり、頻回な訪問が難
しい。
・家族が市町村に相談することを望まない事例
もある（身近すぎて）
・単なるひきこもりだけではなく、ゲームや
ネット依存、自殺未遂が関連してくると、支援
が複雑になり、支援も難渋する。
・困難事例を精神保健福祉センターと協議した
い場合、タイムリーにできない場合がある。

中央東福祉
保健所

有

当事者（家族）、市町村（保健・福祉・介護・
教委）、ケアマネジャー、ひきこもり地域支援
センター、やいろ鳥の会、社会福祉協議会、若
者サポートステーション、障害福祉事業所、相
談支援事業所、所内他課

・R5は管内ひきこもり支援者連絡会を開催。
・R6からは中央東圏域精神障害者等支援ネット
ワーク会議を立ち上げ広域的・包括的な支援体
制整備に努めているが、ひきこもり支援もその
テーマの一つとしている。
・その他、市町村や社協等と個別支援の同行、
心の健康相談（嘱託医相談）における相談対応
や業務検討会を活用した事例検討を行ってい
る。

有（情報共有・アドバイザー）
個別ケースの概要や支援の困難さ等の状況につ
いて共有し、必要に応じてひきこもり地域支援
センターやピアサポーター、心の健康相談等の
紹介を行っている。市町村と共有した内容につ
いては所内でも報告・共有し、福祉保健所が行
う研修会等の事業企画に役立てている。

有（情報共有・アドバイザー）
ケース情報共有や支援者支援に加えて、必要に
応じて県や他市町村の取組等の情報提供を行っ
ている。

市町村（保健・福祉・介護・教委）、地域包括
支援センター、ケアマネジャー、ひきこもり地
域支援センター、やいろ鳥の会、ピアサポート
センター、社会福祉協議会、若者サポートス
テーション、民生委員、JA、農家、障害福祉事
業所、相談支援事業所、警察署、医療機関、所
内他課

ひきこもり支援に関しては複合的な課題への対
応が必要であり関係機関と連携し継続的・長期
的に支援する必要がある。このため、個別の支
援力（対応力）に加えて、他機関連携及び地域
の支援体制構築も含めた支援力の向上が必要と
考えている。

中央西福祉
保健所

有
家族から直接、市町村からの依頼、ひきこもり
地域支援センター、ひきこもりピアサポートセ
ンター、児童相談所、総務保護課

福祉保健所主催の連絡会、市町村の個別支援へ
の同行、個別ケース検討会への参加等

有（情報共有、支援方法等への助言、今後の同
行支援）
情報共有について：ケース検討で出されたケー
ス概要や支援経過、ひきこもり地域支援セン
ターの助言の内容を共有。圏域や他市町村での
検討の際に、共通する課題の検討や参考とする
支援方法として役立てる。

有（情報共有、支援方法等への助言）
情報共有について：ケース検討で出されたケー
ス概要や支援経過、ひきこもり地域支援セン
ターの助言の内容を共有。圏域や他市町村での
検討の際に、共通する課題の検討や参考とする
支援方法として役立てる。

（主として個別支援）市町村（障害、包括）、
医療機関、ひきこもり地域支援センター、ひき
こもりピアサポートセンター、生活保護担当部
署等

職員の対応力及び市町村等への支援力の向上
（住民への直接サービスを担う市町村への支援
としての個別支援に要する「アセスメント
力」、地域の支援体制づくりに向けた市町村支
援に要する「企画調整力」等）　

須崎福祉保
健所

有 管内市町、精神保健福祉センター、総務保護課
管内ひきこもり支援に関する連絡会、個別ケー
スの同伴訪問・面談、嘱託医相談

有(情報共有・支援方法等への助言)  
情報共有について：対象者の現在の状況を支援
者で共有し、今後の支援や方向性について検討
している

有(情報共有)　
ひきこもりに関する現状の共有や一部の市町で
は、ひきこもりの方の台帳を作成しており、経
過等の共有や事例検討を行っている。
当所では、管内の状況を把握し、当所が行う会
議等の事業企画の参考としている。

市町障害保健福祉、市町教育委員会、相談支援
事業所、地域包括支援センター、生活支援・総
合相談センター、ひきこもり地域支援セン
ター、ひきこもりピアサポートセンター、こう
ち若者サポートステーション、医療機関、民生
委員

ひきこもり支援は、長期的かつ複合的な課題へ
の支援を要し、多職種連携が必要となる。
当所主催のひきこもり支援に関する連絡会で
は、支援体制の構築を目指し障害保健福祉分野
以外の関係者(母子・高齢・教育等)にも参加を
促しているところだが、なかなか参加には至っ
ていない。

幡多福祉保
健所

有
家族、市町村、医療機関、ひきこもり地域支援
センター等

WHC主催のひきこもり支援担当者連絡会（年２
回）、ひきこもり地域支援センター主催のひき
こもり支援者研修会（年１回）

有（情報共有、アドバイザー、市町村のケース
検討会の企画及び運営支援等。）
情報共有について：個別ケースの状況や対応に
ついて情報共有を行い、今後の対応を検討して
いる。

無
市町村、医療機関、ひきこもり地域支援セン
ター等

ひきこもりの当事者等が置かれている状況は多
様であり包括的な支援体制構築が必要。
個別ケースへの対応力及び市町村等へのバック
アップ体制の向上。

②市町村のひきこもり支援へのバックアップとしてどのような取組をしているのか教えてください。
　あわせて、市町村主催の個別ケース検討会議やひきこもり支援検討会への参加の有無及び求められている役割

所属名

③ これまでにひきこもり支援に当たって連携し
た部署又は関係機関（民間含む）

④貴団体のひきこもり支援に関して課題と感じ
ていること
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